
1 

 

 

 

広島県空き家対策対応指針の更新について 

１ 要旨・目的 

県・市町・関係団体で構成する「広島県空き家対策推進協議会」において、県全体の空き

家対策の基本方針として策定している「広島県空き家対策対応指針」について、これまでの

取組状況や新たな制度の創設などを踏まえ、今後の取組の方向性を更新した。 

２ 現状・背景 

○ 広島県では、市町や民間団体などと連携しながら県全体の総合的な空き家対策を推進し

ており、県内の空き家対策は着実に強化が図られている。（詳細は次ページ参照） 

○ 「令和５年住宅・土地統計調査」によると、前回の平成 30年調査から「空き家」の数

は増加しているが、放置される可能性の高い「使用目的のない空き家※１」は横ばいとな

っており抑制が図られている。（使用目的のない空き家の増減数は全国で上位３位の少なさ） 

 ○ 令和５年に改正された、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空き家特措

法」という。）では、新たに「管理不全空家等※２」が位置づけられるとともに、市町が

「空家等管理活用支援法人※３」や「空家等活用促進区域※４」を指定できる制度が創設さ

れ、空き家の状態悪化を未然に防止する対策の強化が図られた。 

※１ 調査上の正式名称は「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」という。 

※２ 管理が不十分で放置すれば特定空家になる恐れのある空き家のこと。 

※３ 市町の補完的な役割を果たすことを目的として、市町が空き家対策に取り組む法人を指定することができる制度。 

※４ 市町が重点的に空家等の活用を図るエリアを促進区域として定めることができる制度。 

３ 概要（主なポイント） 

人口減少などに伴い今後、更なる空き家の増加が見込まれることを踏まえ、県全体の空き

家対策の基本的な考え方と取組方針を整理した。 

空き家対策の基本的な考え方 

より早い段階の取組を強化して空き家が放置される要因に対処するとともに、所有者等が適切な対応を

行うために各段階で必要となる情報提供や支援などを行い、老朽化した空き家の発生を未然に防ぐ。 

取組方針① 基本的な空き家対策 

段階に応じてターゲットを設定して効果的な対策に取り組んでいく。（詳細は次ページ参照） 

（例）・高齢者の世帯主とその家族に対する家財・荷物の整理の促進 

（ ・状態が悪化した空き家の所有者に対する適切な助言・指導等 他 

取組方針② 空き家対策の効果を高める取組 

・空き家対策に取り組む各主体との連携を強めるとともに、新たに空き家対策に取り組む人材等の育成や

支援などにも取り組み、官民が連携した空き家対策を推進していく。 

・都市計画や地域振興、観光施策など各種施策との連携を図りながら、重点的に空き家対策に取り組むエ

リアを検討していくなど、面的な空き家対策を推進していく。 

４ 今後の進め方 

「広島県空き家対策推進協議会」において、課題解決や新たな制度の活用に取り組むこと

とし、本指針に基づき、各主体と連携しながら空き家対策を推進していく。 

住宅･土地統計調査の結果(広島県) 令和５年調査 平成 30 年調査 

空き家 231,400 戸（＋15,800 戸） 215,600 戸 

使用目的のない空き家 114,700 戸（＋500 戸） 114,200 戸 
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課 名 土木建築局住宅課 
担当者 課長 中野 
内 線 4167 

資料番号   8 



2 

 

【参考１】広島県空き家対策対応指針とは 

空き家特措法が制定されたことを受け、市町の取組の参考とすることを目的として平成 26年度に策

定した本県独自の任意計画で、その後、県全体で取組の方向性の共有を整理するため、令和元年度に

改訂を行った。 

 
【参考２】県・市町の空き家対策の取組状況（単年度） 

 

【参考３】基本的な空き家対策で想定される取組例 

区 分 主なターゲット 想定される取組 

①「住み継ぐための準備」

の啓発 

高齢者の世帯主と 

その家族 

建物登記など権利関係の整理の促進 

家財・荷物の整理の促進 

住まいの終活の促進 

②建物のポテンシャルに 

応じた利活用の促進 
空き家の所有者 

空き家発生を早期に把握する手法の検討 

所有者等に対する情報提供の機会の確保 

各分野の専門家による意識啓発 

空き家バンクの物件登録の促進 

行政（国・県・市町）の支援メニューの充実 

③所有者等による 

速やかな措置の促進 

状態が悪化した 

空き家の所有者 

特定空家等・管理不全空家等の判定基準の整備 

所有者等に対する適切な助言・指導等 

行政代執行などの実施に必要な情報共有及び国への提案活動 

 

【参考４】空き家対策の効果を高める取組例 

 

 

 

取組内容 R5 年度（対 R1 比） R1 年度 

市町の空き家対策（23 市町合計） 

・空き家関連予算 55,345 千円（184%） 29,969 千円 

・空き家関連セミナーの開催 51 回（340%） 15 回 

    〃       参加者 1,191 人（272%） 438 人 

・空き家活用補助事業の利用実績 493 件（136%） 363 件 

・空き家除却補助事業の利用実績 352 件（188%） 187 件 

・空き家バンク掲載物件の成約 335 件（110%） 304 件 

空き家活用推進チーム（県） 

・専門家の派遣 31 回（124%） 25 回 

・専門家を派遣した勉強会の参加者 498 人（132%） 377 人 

ひろしま空き家バンク「みんと。」（県） 

・閲覧回数 1,116,000PV（159%） 701,000PV 

・ユニークユーザー数 105,000UU（108%） 97,000UU 

・新規物件登録数 159 件（143%） 111 件 

空家等活用促進区域 

市町が重点的に空き家の活用を図る区域を指定する制度 
空家等管理活用支援法人 

市町が空き家対策に取り組む法人を指定する制度 
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※１ 住宅用地特例の対象から除外 

※２ 命令に違反すると 50 万円以下の過料 

地域の生活環境に特に深刻な影響を及ぼす場合 

※３ 撤去等に要した費用を所有者から徴収 

広島県空き家対策推進協議会 

広島県空き家対策対応指針 

 

 

 

市町 

空き家対策計画 

 

 

 

県全体の空き家対策の基本的な考え方 地域の実情を踏まえた取組方針 

連携 

広島県空き家対策対応指針は、「空家等対策の推進に関する特別措置法（以

下「空き家特措法」という。）」に基づく県全体の空き家対策の推進を図るた

め、県・市町・関係団体で構成する「広島県空き家対策推進協議会」におい

て、空き家対策の現状や課題、取組の方向性をとりまとめて共有し、各主体

における取組の参考とすることを目的として策定しているものです。 

10 年間（R2～R11 年度） 

空き家を取り巻く環境の変化に応じて適宜更新 

計画期間 

計画期間中に「使用目的のない空き家※」を増やさないことを目標とします。 

※住宅・土地統計調査（総務省）における「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」 

目標設定 

１．広島県空き家対策対応指針について 

２．空き家の現状と課題 

令和５年に実施された「住宅・土地統計調査」では、県内の空き家数・空き家率※は前回調

査から増加（231,400 戸・15.8％）していますが、行政による空き家対策（管理・活用・流通・

除却の啓発・支援など）が強化されてきた結果、「使用目的のない空き家」は横ばいとなって

おり、発生抑制が図られています。※総住宅数に占める空き家数の割合 

一方で、地域によっては空き家対策の成果を超えるスピードで空き家が増えている実態があ

ります。さらに今後、人口減少や持ち家比率の高い世代の高齢化等に伴う加速度的な空き家の

増加が見込まれ、自治体のマンパワー不足等により対応できないという事態を招かないよう取

組を検討していく必要があります。 

特に課題となるのは「空き家所有者等への効率的なアプローチ」と「地域で主体的に空き家対

策に取り組む人材の確保」です。空き家の発生は予測できないため、所有者等へ届けたい情報も

広く発信せざるを得ない状況です。また、県内の一部には空き家対策に取り組む法人等がいます

が、県全体を十分にカバーできていません。 

空き家対策における各主体の役割と関係性 住宅・土地統計調査における住宅の区分 

総住宅数 

居住世帯のある住宅 

空き家 建築中の住宅 一時現在者のみの住宅 

使用目的のない空き家※ 賃貸用の空き家 

売却用の空き家 二次的住宅（別荘など） 

居住世帯のない住宅 

また、国においては、令和５年に空き家特措法を改正し、「特定空家等」の発生を未然に防

止するため新たに「管理不全空家等」を位置づけるとともに、空き家の適切な管理や活用等を

促進する制度を創出するなど、空き家対策の強化を図りました。 

別紙１ 
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適切な管理が行われていない空き家は、外壁・屋根の傷みや雑草等の繁茂、悪臭・害虫の

発生など様々な問題を招き、このような状態が放置され悪化すると、周囲の生活環境に悪影

響を及ぼすだけでなく、建物が本来持っているポテンシャルも損なわれ利活用することが困

難となってしまいます。 

今後の空き家対策は、より早い段階の取組を強化して空き家が放置される要因に対処する

とともに、所有者等が適切な対応を行うために各段階で必要となる情報提供や支援などを行

い、老朽化した空き家の発生を未然に防ぐことを基本に取り組んでいきます。 

区 分 主なターゲット 想定される取組 

①「住み継ぐための準備」の啓発 
高齢者の世帯主と

その家族 

建物登記など権利関係の整理の促進 

家財・荷物の整理の促進 

住まいの終活の促進 

②建物のポテンシャルに 

応じた利活用の促進 
空き家の所有者 

空き家発生を早期に把握する手法の検討 

所有者等に対する情報提供の機会の確保 

各分野の専門家による意識啓発 

空き家バンクの物件登録の促進 

行政（国・市町等）の補助メニューの充実 

③所有者等による 

速やかな措置の促進 

状態が悪化した 

空き家の所有者 

特定空家等・管理不全空家等の判定基準の整備 

所有者等に対する適切な助言・指導等 

行政代執行などの実施に必要な情報共有及び国への提案活動 

 

今後、更なる空き家の増加が見込まれる中、行政だけでは十分な対応が執れなくなる状況

も懸念されることから、「空き家問題」が社会全体に広く認知され、各地域において多様な

主体による活動が生まれていくことが必要となります。 

空き家対策に取り組む多様な主体との連携を強めるとともに、新たに空き家対策に取り組

む人材等の育成や支援などにも取り組み、官民が連携した空き家対策を推進していきます。 

さらに、取組の効果をより高めていくため、都市計画や地域振興、観光促進など各種施策

との連携を図りながら、重点的に空き家対策に取り組むエリアを検討していくなど、面的な

空き家対策を推進していきます。 

空き家対策の効果を高める取組 

３．今後の取組方針 

空き家対策のフローとポイント 

基本的な空き家対策 

<基本的な空き家対策として想定される取組例> 

<効果を高める取組として想定される取組例> 

空き家対策が特に必要な地域の 

抽出・絞り込み 

空き家対策に取り組む 

人材等の掘り起こし・育成 

空き家対策に取り組む 

主体との連携 

官民連携での 

効果的・効率的な空き家対策 

空家活用促進区域の指定など 

空き家活用推進チームの活用など 

空家等管理活用支援法人の指定など 

別紙１ 


